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研究要旨

わが国におけるインフルエンザの予防と対策に資するため、インフルエンザの予防と対策の標準

的指針として位置づけられている「米国予防接種諮問委員会（ACIP）の勧告（2018年版）」を翻訳

して出版した。勧告では、2010年より、月齢 6ヵ月以上のすべての人々に対する普遍的接種（universal 
vaccination）を勧奨している。2018/19シーズンのワクチン株は A/H1N1 と B/ 山形系統が前年と

同じ抗原性であり、A/H3N2 と B/Victoria 系統が変更された。また、米国では、2018/19シーズ

ンには弱毒生ワクチンの接種も可能となっており、合計10種類のワクチン製剤が流通している。そ

の他、6ヵ月～ 8 歳未満の小児への接種方法、各ワクチンの適応や禁忌・慎重投与、卵アレルギーの

ある人への接種などについて述べられている。
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Ａ．研究目的

わが国におけるインフルエンザの予防と対策に資

するため、インフルエンザの予防と対策の標準的指

針として位置づけられている「米国予防接種諮問委

員会（ACIP）の勧告（2018年版）」を翻訳して出

版した。

Ｂ．研究方法

米国予防接種諮問委員会（ACIP）の勧告「イン

フルエンザの予防と対策（2018年版）」1）を、標記

の研究分担者、研究協力者、共同研究者によって分

担して翻訳し、入江、伊藤、福島、大藤が訳文チェッ

クなどを行って共同編集し、鈴木、前田、加瀬、吉

田が各専門領域について点検し、研究代表者が監修

した。

（倫理面への配慮）

本研究では個人の医療情報等を取り扱わず、倫理

面について特段の配慮を必要としない。

Ｃ．研究結果

米国では、2010年より、月齢 6 ヵ月以上のすべ

ての人に対して、毎年のインフルエンザワクチン接

種を勧告している（universal vaccination）。なか

でも、インフルエンザを予防するためにワクチン接

種が特に重要なのは、インフルエンザによる重篤な

合併症のリスクが高い、あるいはインフルエンザ関

連で外来、救急外来、病院を受診するリスクが高い

人々である。ワクチンの供給が十分でない場合は、

以下に示すような重篤なインフルエンザ関連合併症

のハイリスク者に優先的に接種すべきであると勧告

されている（列挙順序は優先順位を示すものではな

い）。

⃝	 月齢 6～59ヵ月の小児

⃝	 50歳以上の者

⃝	� 慢性の呼吸器疾患（喘息を含む）、心血管疾

患（高血圧単独の場合を除く）、腎疾患、肝

疾患、神経疾患、血液疾患、代謝性疾患（糖

尿病を含む）を有する成人および小児

⃝	� 何らかの原因で免疫抑制状態にある者（医療

や HIV 感染に起因するものを含む）

⃝	� 妊娠中にインフルエンザシーズンを迎える妊

婦、またはインフルエンザシーズン中に妊娠

を予定する者

⃝	� 小児および青少年（月齢 6 ヵ月～18歳）で、

アスピリンまたはサリチル酸塩含有製剤の投

与を受けており、インフルエンザウイルス感

染後にライ症候群を発症するリスクがある者

⃝	 高齢者施設や長期療養施設の入所者

⃝	 アメリカンインディアン／アラスカ先住民

⃝	 重度の肥満者（BMI が40以上）

米国の2018/19シーズン用 3 価インフルエンザワク

チンに使用されるウイルス株は、A/Michigan/45/2015
（H 1N 1）p d m 0 9 類 似 株、A /S i n g a p o r e /
INFIMH-16-0019/2016 （H3N2） 類似株、および

B/Colorado/06/2017 類似株（ビクトリア系統）で

ある。4 価ワクチンには、さらに B 型インフルエン

ザウイルス株の B/Phuket/3073/2013類似株（山

形系統）が追加される。

米国では、2018/19シーズン、合計10種類のイ

ンフルエンザワクチン製剤（3 価製剤 3 種類および

4 価製剤 7 種類）が入手可能である。不活化インフ

ルエンザワクチンとしては、4 価の標準用量の筋肉

内投与製剤（IIV4）が 4 製剤、4 価の細胞培養由

来の製剤（ccIIV4）が 1 製剤、3 価の標準用量の

筋肉内投与製剤（IIV3）が 1 製剤、アジュバンド

添加製剤（aIIV3）が 1 製剤、3 価の高用量の製剤

（IIV3）が 1 製剤、入手可能である。遺伝子組み換

えインフルエンザワクチン（RIV）は、4 価製剤

（RIV4）が 1 製剤、入手可能である。加えて、弱

毒生インフルエンザワクチンとして、4 価製剤

（LAIV4）が 1 製剤、入手可能であり、2018/19シー

ズンには LAIV4 の接種も可能となっている。

米国では、小児に対するインフルエンザワクチン

の接種回数について、過去の接種歴を考慮して、図

１のように勧告している。すなわち、月齢 6 ヵ月

～ 8 歳の小児で、2018年 7 月 1 日以前に 3 価また

は 4 価インフルエンザワクチンを計 2 回以上接種

したことがある場合には、2018/19シーズンのワク

チン接種は 1 回のみでよい。2018年 7 月 1 日以前

に 3 価または 4 価インフルエンザワクチンを計 2
回以上接種したことがない場合は、2018/19シーズ

ンに 2 回の接種が必要である、と勧告されている。

この勧告は、米国で実施された免疫原性研究・有効

性研究からのエビデンスに基づくものである。

各ワクチンの適応や禁忌・慎重投与に関して、

IIV に関する内容は以下のとおりである。

⃝	� IIV の禁忌は、ワクチン成分に対する重度の

アレルギー反応の既往、またはインフルエン

ザワクチン接種後の重度のアレルギー反応の
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既往を有する者である。

⃝	� IIV の慎重投与は、発熱の有無にかかわらず

中等度から重度の急性疾患に罹患している者、

インフルエンザワクチン接種後 6 週以内に

ギランバレー症候群を発症した既往を有する

者である。

		�  ただし、卵アレルギーのある人への接種に関

しては、以下のとおり、記載されている。

⃝	� 卵アレルギーの既往を有する人でも、これま

でに卵への曝露で起こった反応が蕁麻疹だけ

の場合は、インフルエンザワクチンを接種す

べきである。接種を受ける者の年齢や健康状

態に適した承認済みの推奨インフルエンザワ

クチン（すなわちすべての IIV、RIV4 また

は LAIV4）なら、どれでも使用してよい。

⃝	� 同様に、卵への曝露後に、血管浮腫、呼吸困

難、めまい（浮遊感）、再発性嘔吐といった、

蕁麻疹以外の反応を起こしたことがある人、

または、エピネフリン投与やその他の救急医

療処置が必要になったことがある人にも、接

種を受ける者の年齢や健康状態に適した承認

済みのインフルエンザワクチンなら、どれで

も使用してよい。選択したワクチンは、入院

または外来診療の体制下で接種する。ワクチ

ン接種は、重篤なアレルギー状態を認識し対

処できる保健医療従事者の管理下で実施する。

⃝	� インフルエンザワクチンに対して重篤なアレ

ルギー反応の既往がある者は、その反応の原

因と考えられる成分にかかわらず、以後のイ

ンフルエンザワクチン接種は禁忌となる。

		�  卵アレルギーの人に対し、特別にワクチン接

種後の観察期間を設けることは勧告されてい

ない。ただし ACIP は、失神が起こったとき

に怪我を負うリスクを低減するため、どんな

ワクチンでも、接種後15分間は患者を注意

深く観察するよう、予防接種実施者に勧告し

ている。

Ｄ．考察

本勧告に記載されているワクチン適応等は、米国

ACIP によるものであり、わが国の予防接種法に規

定されているものとは異なるが、インフルエンザワ

クチン接種の実施における日常の保健医療活動の指

針として、学術的に参考とする価値があると考えら

れる。特に小児へのワクチン接種回数に関しては、

米国で実施された免疫原性研究、有効性研究のエビ

デンスに基づき、過去のワクチン接種歴を考慮した

上で 1 回接種か 2 回接種かを決定している。現在、

わが国では、小児に対するワクチン接種は一律で 2
回接種が推奨されているが、わが国においても過去

のワクチン接種歴も考慮しながら小児への必要接種

回数を検討するような免疫原性研究や有効性研究が

必要である。

また、米国では、不活化インフルエンザワクチン

のみならず、細胞培養由来製剤や遺伝子組み換え製

剤、弱毒生インフルエンザワクチン製剤も流通して

おり、選択肢の幅が広い。現在、わが国では不活化

インフルエンザワクチンのみが入手可能であり、製

造過程などの障壁によってワクチン不足に陥る危険

性もある。このような事態に備えて、様々なワクチ

ン製剤が選択可能となる体制も必要であるかもしれ

ない。

Ｅ．結論

米国予防接種諮問委員会（ACIP）の勧告「イン

フルエンザの予防と対策（2018年版）」を翻訳刊行

した。本研究は、インフルエンザの予防と対策に関

する標準的指針の普及に寄与すると考えられ、わが

国のインフルエンザ対策に資するものである。
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況

１．特許取得

なし

２．実用新案登録

なし

３．その他

なし

 なし

3. その他

 なし

図．月齢 6 ヵ月～8 歳の小児に対するインフルエンザワクチンの接種回数を決める手順－米国予防

接種諮問委員会、2018/19 シーズン

2018/19 シーズン用

インフルエンザワクチンを

2 回接種（4 週間以上の間隔をあける）

2018/19 シーズン用

インフルエンザワクチンを

1 回接種

いいえ／わからないはい

2018 年 7 月 1 日より前に、3 価または 4 価インフルエンザワクチンの

接種を合計 2 回以上受けたことがあるか？

（同一シーズン中または連続シーズンの接種である必要はない）


